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株 主 各 位 証券コード：5994
2022年６月３日

愛知県春日井市明知町西之洞1189番地11

代表取締役社長執行役員 井上 洋一

第73期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚く御礼申し上げます。
さて、当社第73期定時株主総会を新型コロナウイルスの感染予防及び拡散防止のため、当社本店に
て、下記のとおり開催させていただくことといたしました。
なお、株主の皆様におかれましては、可能な限りインターネット又は郵送にて議決権の事前行使を

お願い申し上げます。お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、2022年６
月22日(水曜日)午後６時までに議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記
1. 日 時 2022年６月23日(木曜日)午前10時
2. 場 所 愛知県春日井市明知町西之洞1189番地11

当社本店２階
3. 株主総会の目的事項

報 告 事 項 1.第73期(2021年４月１日から2022年３月31日まで)事業報告、連結計算書
類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2.第73期(2021年４月１日から2022年３月31日まで)計算書類報告の件

決 議 事 項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役２名選任の件
第４号議案 監査役２名選任の件
第５号議案 役員賞与支給の件
第６号議案 退任取締役及び退任監査役に対し慰労金

並びに退任取締役に対し弔慰金贈呈の件
以 上
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議決権行使方法のご案内

株主総会ご出席の際のご留意点
  当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を出席票として会場受付へご提出願いま
す。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願い申し上げます。

株主総会ご出席

株主総会開催日時
2022年6月23日

午前10時

郵 送

行使期限
2022年6月22日

午後6時到着分まで

インターネット

行使期限
2022年6月22日

午後6時まで
詳細は3~4頁をご覧ください

インターネット開示情報
◎株主総会参考書類及び添付書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttps://www.fine-sinter.com/）
に掲載させていただきます。

◎連結計算書類の連結注記表及び計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、上記インターネット上の
当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本招集ご通知添付書類には記載しておりません。

◎会計監査人及び監査役会が監査した連結計算書類及び計算書類は、本招集ご通知添付書類に記載の各書類のほか、上記インターネット上の
当社ウェブサイトに掲載している連結注記表及び個別注記表となります。

書面及びインターネットによる議決権行使の際のご留意点
 �書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行
使の内容を有効として取り扱わさせていただきます。
  インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効と
させていただきます。
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インターネットによる議決権行使のご案内
「スマート行使」によるご行使

同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログインQRコード」を
読み取りいただくことにより、「議決権行使コード」及び「パスワード」が入力不要でアクセスできます。

!   上記方法での議決権行使は
１回に限ります。

※QRコードは㈱デンソーウェーブの登録商標です。

同封の議決権行使書用紙の右下
「スマートフォン用議決権行使
ウェブサイトログインQRコー
ド」をスマートフォンかタブレ
ット端末で読み取ります。

表示されたURLを開くと議決権行使ウェブ
サイト画面が開きます。
議決権行使方法は２つあります。

1.���QRコードからスマートフォン用議決権行使
ウェブサイトへアクセス

2.���議決権行使方法を選ぶ 4.���確認画面で問題なければ  
「この内容で行使する」ボタンを 
押して行使完了

3.���各議案について個別に指示する場合、画面の
案内に従って各議案の賛否をご入力ください

QR
コード

2022年６月22日（水曜日）午後６時まで議決権行使期限
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「次へすすむ」をクリック

1.���議決権行使ウェブサイトにアクセスする

クリック

お手元の議決権行使書用紙に記載された「議決権
行使コード」を入力し、「ログイン」をクリック

2.�ログインする

クリック

入 力

議決権行使ウェブサイトのご利用に関するお問い合わせ
三井住友信託銀行
証券代行ウェブサポート（専用ダイヤル）

0120-652-031
（受付時間�9:00～21:00）

「パスワード」を入力し、「次へ」をクリック

3.���パスワードの入力

クリック

入 力

以降は画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

インターネットによる議決権行使は、当社の指定す
る上記の議決権行使ウェブサイトをご利用いただく
ことによってのみ可能です。

インターネットによる議決権行使のご案内
議決権行使コード・パスワード入力によるご行使

https://www.web54.net

議決権行使ウェブサイト

2022年６月22日（水曜日）
午後６時まで

議決権
行使期限
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株主総会参考書類
第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様への長期的利益還元を重要な経営課題の一つと考え、安定配当を行うことを基
本としつつ、企業体質の強化及び今後の事業展開を勘案した上で業績に対応した配当を行うこととし
ております。
第73期の期末配当につきましては、連結業績を鑑み、１株につき20円とさせていただきたく存じ
ます。
これにより、中間配当金(１株につき20円)を加えた年間配当金は、前期に比べ１株につき30円増の
40円となります。

期末配当に関する事項
１．株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金 20円 総額 88,017,120円

２．剰余金の配当が効力を生じる日
2022年６月24日
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第２号議案 定款一部変更の件

１．提案の理由
「会社法の一部を改正する法律」(令和元年法律第70号）附則第１条ただし書きに規定する改
正規定が2022年９月１日に施行されますので、株主総会資料の電子提供制度導入に備えるため、
次のとおり当社定款を変更するものです。

（1）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる旨を定款に定めることが義
務付けられることから、変更案(電子提供措置等)第18条第１項を新設するものです。

（2）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる事項のうち、書面交付請求
をした株主に交付する書面に記載する事項の範囲を法務省令で定める範囲に限定することができ
るようにするため、変更案(電子提供措置等)第18条第２項を新設するものです。

（3）株主総会資料の電子提供制度が導入されますと、現行定款(株主総会参考書類等のインターネッ
ト開示によるみなし提供)第18条の規定は不要となるため、これを削除するものです。

（4）上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるものです。なお、本附則は期日経
過後に削除するものといたします。
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２．変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

(下線は変更部分を示します。)
現 行 定 款 変 更 案

(株主総会参考書類等のインターネット開示に
よるみなし提供)
第18条 当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類、事業報告、計算書
類および連結計算書類に記載又は表示
すべき事項に係る情報を、法務省令に
定めるところに従いインターネットを
利用する方法で開示することにより、
株主に対して提供したものとみなすこ
とができる。

(新設)

(新設)

(削除)

(電子提供措置等)
第18条 当会社は、株主総会の招集に際し、

株主総会参考書類等の内容である情報
について、電子提供措置をとるものと
する。

２．当会社は、電子提供措置をとる事項の
うち法務省令で定めるものの全部また
は一部について、議決権の基準日まで
に書面交付請求した株主に対して交付
する書面に記載しないことができる。

(附則)
変更前定款(株主総会参考書類等のインター
ネット開示によるみなし提供)第18条の削除
及び変更後定款第18条の新設は、会社法の
一部を改正する法律(令和元年法律第70号)
附則第1条ただし書きに規定する改正規定の
施行の日である2022年9月1日(以下「施行
日」という)から効力を生ずるものとする。
２．前項の規定にかかわらず、施行日から6か
月以内の日を株主総会の日とする株主総会
については、変更前定款(株主総会参考書類
等のインターネット開示によるみなし提供)
第18条はなお効力を有する。
３．本附則は、施行日から6か月を経過した日
または前項の株主総会の日から3か月を経過
した日のいずれか遅い日後にこれを削除す
る。
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新　任

社外取締役 独立役員 新　任

第３号議案 取締役２名選任の件
本総会の終結の時をもって、取締役柴田和彦氏は辞任いたします。つきましては、経営体制強化
のため社外取締役を１名増員し、取締役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者番号

山
や ま

口
ぐ ち

登士也
と し や

(1965年7月2日生)
所有する当社の株式数 2,000株

1
略歴、地位
1990年 4 月 トヨタ自動車株式会社入社
2000年 1 月 当社出向 技術開発センター 材料技術開発室 室長
2016年 1 月 トヨタ自動車株式会社三好工場 第2機械部 部長
2019年 1 月 同社生技開発部 部長
2021年 7 月 同社モノづくり開発統括部 主査
2022年 1 月 当社顧問
2022年 4 月 当社常務執行役員(現任)

取締役候補者とした理由
同氏は、トヨタ自動車株式会社における材料開発や粉末冶金分野の豊富な経験に加え、2000年から3年間の当社技術開発セ
ンターへの出向経験もあり、ハイブリッド車用インバーター部品(リアクトルコア)等の先駆者になります。また2022年1月
より顧問として、4月から常務執行役員として当社の経営に参画しております。
ものづくりに関する高い専門知識とその経歴を通じて培われた豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していただきた
く、取締役候補者としております。

候補者番号

山
や ま

内
う ち

尚
な お

子
こ

(1954年1月2日生)
所有する当社の株式数 200株

2
略歴、地位
1977年 4 月 株式会社東京銀行(現株式会社三菱UFJ銀行)入社
1985年 8 月 株式会社日進工業所入社
2004年 4 月 同社代表取締役副社長(現任)
2004年 4 月 一般社団法人 名古屋東法人会 理事
2005年 4 月 一般財団法人 愛知難病救済基金 評議員
2006年10月 社会福祉法人 名古屋市総合リハビリテーション事業団 理事

重要な兼職の状況
株式会社日進工業所 代表取締役副社長

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
同氏は、株式会社日進工業所代表取締役副社長として経営全般に携わっております。また地域や社会への貢献活動にも長年
積極的に関わっております。ESG/SDGｓを含む多様な視点から、取締役会実効性への寄与と、業務執行から独立した客観
的な視点に基づく利益相反等を含む経営の監督とチェック機能、客観性の更なる向上への貢献を期待すべく、社外取締役候
補者としております。
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（注）1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、各社外取締役との間に、同法第423条第１項の賠償責任に関し、法令の定める最低責
任限度額を限度とする契約を締結しております。山内尚子氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で同様の責任限定契約を締結
する予定であります。

3. 山内尚子氏は社外取締役候補者であり、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生ずるおそれがない独立役員の候補
者であります。

4. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者である取締役がその職務
の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる損害を当該保険契約により填補することと
しております。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為の場合等、一定の免責事項があります。保険料は、当社９割、
被保険者１割の比率で負担しております。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、当該保険契約は、
次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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新　任

社外監査役 独立役員 新　任

第４号議案 監査役２名選任の件
本総会の終結の時をもって、監査役田中仁氏は辞任いたします。また、監査役渡邉誠人氏は任期
満了となります。つきましては、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
監査役候補者は、次のとおりであります。
なお、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
候補者番号

石郷
い し ご う

岡
お か

功
こ う

二
じ

(1963年3月24日生)
所有する当社の株式数 968株

1
略歴、地位
1985年 3 月 当社入社
2005年 4 月 アメリカンファインシンター株式会社出向
2009年 1 月 当社生産管理部 生産企画室 室長
2018年 6 月 当社生産管理部 生産管理室 室長
2022年 1 月 当社生産管理部 安全・環境室 室長(現任)

監査役候補者とした理由
同氏は、海外経験及び生産管理部で企画、管理部門の責任者を歴任し、事業管理やリスクマネジメントに対して相当程度の
知見を持ち合わせております。その豊富な経験と卓越した見識を当社の監査に反映していただきたく、監査役候補者として
おります。

候補者番号

加
か

藤
と う

克
か つ

彦
ひ こ

(1962年9月21日生)
所有する当社の株式数 ― 株

2
略歴、地位
1989年10月 サンワ・等松青木監査法人(現有限責任監査法人トーマツ)入所
1993年 8 月 公認会計士登録(現任)
2008年 7 月 有限責任監査法人トーマツ 社員就任
2020年 8 月 加藤克彦公認会計士税理士事務所開設(現任)
2020年12月 株式会社サカイホールディングス 社外取締役就任
2021年 2 月 税理士登録(現任)
2021年 9 月 公益財団法人杉浦記念財団 監事(現任)
2021年12月 株式会社サカイホールディングス 社外取締役退任
2022年 4 月 学校法人瀬木学園 監事(現任)

重要な兼職の状況
加藤克彦公認会計士税理士事務所 所長

社外監査役候補者とした理由
同氏は、公認会計士・税理士であります。
大手会計事務所、自らの会計事務所及び社外取締役、公益財団法人への関与で培った豊富な経験と幅広い見識を、当社の監
査に反映していただきたく、社外監査役候補者としております。
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（注）1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、各社外監査役との間に、同法第423条第１項の賠償責任に関し、法令の定める最低責
任限度額を限度とする契約を締結しております。加藤克彦氏の選任が承認された場合、当社は同氏との間で同様の責任限定契約を締結
する予定であります。

3. 加藤克彦氏は社外監査役候補者であり、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生ずるおそれがない独立役員の候補
者であります。

4. 当社は、会社法第430条の３第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、当該保険により被保険者が負担する
ことになる、その職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を補
填することとしております。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為の場合等、一定の免責事由があります。保険料は
特約部分も含め会社が9割負担しており、被保険者の実質的な保険料負担は1割であります。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含
められることとなります。また、当該保険契約は、次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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第3・4号議案が承認されたのちの経営体制(予定)

当社では、取締役会での有効な討議ができる適切な員数の維持、取締役会としての機能発揮、多様性の確保及び
経験の透明性・健全性の維持等の観点から、取締役会メンバーを構成しています。取締役会メンバーは多様な価
値観のもと、各々の知識、経験、能力を活かし補完し合うことが重要であり、当社の中長期戦略を推進するため
に必要なスキルと各メンバーの専門性・経験との対応関係を下記に示しています。

区 分 氏 名

専 門 性

企業
経営

業界
知見

製造・
技術・
開発

ESG・
SDGｓ

法務・
リスク

マネジメント

営業・
マーケ
ティング

会計・
ファイ
ナンス

海外
経験

取締役

井上 洋一 ● ● ● ● ● ●
田中 義人 ● ● ● ●
伊藤 雅之 ● ● ● ●
小林 努 ● ● ● ● ● ●
山口 登士也 ● ●

社外取締役
鈴木 康也 ● ●
下田 正生 ● ●
山内 尚子 ● ● ●

監査役 石郷岡 功二 ● ● ●

社外監査役
飯田 寿 ● ● ●
加藤 克彦 ● ●
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第５号議案 役員賞与支給の件
当期末時点の取締役7名(うち社外取締役2名)及び監査役３名に対して、当期の業績等を勘案して、

取締役賞与として33,496千円(うち社外取締役分390千円)、監査役賞与として3,672千円、総額
37,168千円を支給することといたしたいと存じます。なお、取締役賞与の内容は事業報告24頁に記
載の取締役の報酬に関する基本方針に沿って決定されたため、相当と判断しております。

第６号議案 退任取締役及び退任監査役に対し慰労金
並びに退任取締役に対し弔慰金贈呈の件

本総会の終結の時をもって退任されます取締役柴田和彦氏、監査役田中仁氏、監査役渡邉誠人氏及
び2021年7月に逝去されました大前伸夫氏に対し、その在任中の功労に報いるため、当社所定の基準
により相当額の範囲内で慰労金及び弔慰金を贈呈することとし、その具体的金額、贈呈の時期、方法
等は取締役は取締役会に、監査役は監査役の協議にご一任願いたいと存じます。
柴田和彦氏に対し退職慰労金、大前伸夫氏に対し弔慰金の贈呈を相当とする理由は、取締役として

当社の業績及び企業価値の向上に尽力したためであり、役員規程に基づき、月額固定報酬、在任期間
及び役職に応じた額を基準に支給額を算定しており相当と判断しております。
退任取締役及び退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

柴 田 和 彦
しば た かず ひこ

2015年６月当社取締役
2017年６月当社常務取締役
2019年６月当社取締役常務執行役員(現任)

大 前 伸 夫
おお まえ のぶ お

2015年６月当社社外取締役(2021年７月 逝去)

田
た
中 仁
なか じん

2017年６月当社常勤監査役(現任)

渡 邉 誠 人
わた なべ しげ と

2010年６月当社社外監査役(現任)

以 上
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事業報告（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（添付書類）

１ 企業集団の現況に関する事項

（１）事業の経過及びその成果
当連結会計年度における世界経済は、新型コロナウイルス感染拡大からの回復が一部見ら
れるものの、経済活動が正常化したとは言い難い状況で推移しました。
当社グループ製品の主要市場である自動車産業においては、世界的な半導体不足、東南ア
ジアからの部品供給難に伴う生産停滞に見舞われました。
このような状況の中、「中期経営計画2025」の初年度として、電動化対応の開発推進、デ
ジタル技術と匠の技の融合によるモノづくり革新「未来Factory」の実証ライン構築、食糧
課題対応としての昆虫食を含めた新規事業開拓、カーボンニュートラルへの取り組みを含め
たESG経営などに積極的にリソーセスを投入し、将来の収益力確保、企業価値向上への取り
組みを推進しました。
これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高は389億57百万円(前年度比12.5％増)と
なり、営業利益は４億35百万円(前年度比105.8％増)、経常利益は７億24百万円(前年度比
451.9％増)、親会社株主に帰属する当期純利益は２億８百万円となりました。
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7億06百万円

8百万円 （前年度比 ＋3.4%）

（前年度比 ＋50.6%）

油圧機器製品事業

海外向けのデンタルチェア用
製品や手術台用製品を中心
とした増加に加え、画像診断
機器用製品では新型コロナ
ウイルス感染拡大に伴う特需
継続により、増加となりました。

前年度の新型コロナウィルス
感染拡大からの大幅な回復
に加え、トヨタ新型ハイブリッ
ド車用インバーター部品の生
産開始等により、増加となり
ました。

自動車焼結事業

連結売上高

第 期73

21億39百万円
（前年度比 ＋52.5%）

345億86百万円
（前年度比 ＋11.6%）

352億
93百万円　

（前年度比 ＋12.2%）

15億15百万円
（前年度比 △14.2%）

389億57百万円

新幹線用ブレーキライニング
及びすり板の搭載車両が増
加しましたが、前年度からの
新型コロナウイルス感染拡大
に伴う減便の影響が続いて
おり、減少となりました。

鉄道焼結事業

売電及び食品事業

自動車用部品

その他

（前年度比 ＋12.5%）

15
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区 分 主要製品

前連結会計年度
2021年３月期

当連結会計年度
2022年３月期 前年度比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

自動車焼結事業

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

自動車用部品 30,993 89.5 34,586 88.8 3,593 11.6
エンジン部品 9,014 26.0 8,640 22.2 △374 △4.2
ショックアブソーバー部品 7,604 22.0 8,301 21.3 696 9.2
トランスミッション部品 5,391 15.6 5,872 15.1 481 8.9
電動関連部品 3,582 10.3 5,167 13.3 1,585 44.3
ステアリング部品 1,536 4.4 1,863 4.8 327 21.3
その他自動車用部品 3,864 11.2 4,741 12.2 876 22.7

その他 469 1.4 706 1.8 237 50.6
自動車焼結事業 計 31,462 90.8 35,293 90.6 3,830 12.2

鉄道焼結事業 鉄道車両用部品他 1,767 5.1 1,515 3.9 △251 △14.2
油圧機器製品事業 モーターポンプ他 1,403 4.1 2,139 5.5 736 52.5

売電及び食品事業 8 0.0 8 0.0 0 3.4

合 計 34,641 100.0 38,957 100.0 4,315 12.5

（２）設備投資等及び資金調達の状況
当連結会計年度中に行った設備投資の総額は29億97百万円であり、主に未来Factoryの構築、

新規製品導入及び合理化に伴う設備購入、老朽設備更新等であります。なお、これらの資金は自
己資金と銀行からの借入金でまかないました。
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（３）財産及び損益の状況の推移

区 分
第70期

2018年４月～
2019年３月

第71期
2019年４月～
2020年３月

第72期
2020年４月～
2021年３月

第73期
2021年４月～
2022年３月

（当連結会計年度）

売上高 百万円
40,501

百万円
40,322

百万円
34,641

百万円
38,957

営業利益 百万円
1,716

百万円
1,301

百万円
211

百万円
435

営業利益率 ％
4.2

％
3.2

％
0.6

％
1.1

経常利益 百万円
1,540

百万円
991

百万円
131

百万円
724

親会社株主に帰属する
当期純利益又は親会社
株主に帰属する当期純損失(△)

百万円
816

百万円
552

百万円
△225

百万円
208

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期純損失(△)

円
185.58

円
125.59

円
△51.14

円
47.31

純資産 百万円
19,002

百万円
18,431

百万円
19,597

百万円
20,888

総資産 百万円
46,839

百万円
46,817

百万円
49,752

百万円
51,052

自己資本比率 ％
35.6

％
34.8

％
34.5

％
35.4

自己資本利益率(ＲＯＥ) ％
4.9

％
3.4

％
-1.3

％
1.2

（注）１.当連結会計年度(第73期)より「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を適用しており、当連結会
計年度の財産及び損益の状況については、当該会計基準等を適用した後の数値を記載しております。
２.従来、作業くず売却収入は、主に営業外収益として表示しておりましたが、当連結会計年度(第73期)より売上高に含めて表示する方
法に変更しました。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度(第72期)についても組替えを行っております。
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１．FINE SINTER VISION 2030
基本理念：ものつくりを通し、すみよい社会と人びとの幸せに貢献する

■ 時代の変革を支えるモノづくり企業として
　 モビリティの脱炭素化・多様化、人びとの健康および地球環境に貢献
■ Innovation by 材料技術×匠の技×デジタル技術×社会
■ あらゆるステークホルダーのため、一人ひとりがワクワク感を持ち、
　 サステナブルな社会に貢献

FINE SINTER VISION  2030

2025に向けた課題

目指す社会
■ グローバルな競争に打ち勝つ競争力
■ CASE進展など産業・社会構造変化への対応
■ 持続的な成長のための盤石な経営基盤づくり

脱炭素・循環社会
食糧・水問題解消
Well-beingの実現

2021

2025

2030

（４）対処すべき課題
当社グループの主要顧客である自動車産業は、100年に一度の大変革が進行中であり、気候危
機・食糧難・水不足などの社会課題の国際的な取り組み、AI・デジタル技術の変化など、当社を
取り巻く環境は大きく変動しております。
当社としては、持続的成長と企業価値向上のために2030年ビジョンと中期経営計画2025を策
定し、取り組みを進めてまいります。
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２．経営目標

３．基本戦略

ESG経営のもと、競争力の強化と事業構造変革を推進し、企業価値向上

2025目標
売　上　高   400 億円　
営業利益率   ８%　

ROE　　　　10％　>株主資本コスト８%
CO₂削減　▲40％（2013年比）

19 21 22 23 24 25 30

4.1％

8.0％

成長投資・還元

鉄道・油圧
自動車用部品
（電動関連部品）

新規事業

自動車用部品
（その他）

売上
構成比率

売上高

営業利益率

12%

20%

1競争力の強化

2事業構造変革

3 ESG経営

為替前提：105円 /＄
社
会
価
値・経
済
価
値
向
上

VISIO
N

の
実
現

基本戦略１
競争力の強化

①デジタル技術と匠の技の
　融合によるモノづくりの革新

②ロスの撲滅とムダの排除に
　よる生産性向上

③グローバル最適生産・供給
　体制

基本戦略２
事業構造変革

①CASE 対応（電動化製品）と
　価値の創造

②鉄道・油圧事業の強化

③将来に向けた
　新規事業分野の開拓
（昆虫食、チタン、ウィルスフィルター）

基本戦略３
ESG経営
①環境（E）

2050年カーボンニュートラル
循環型社会
自然共生社会

②社会（S）
エンゲージメント

（ウェルネス、ダイバーシティ）
社会共生・共創

③ガバナンス（G）
資本コストを意識
した経営

1.1％
（実績）

2.5％
（予想）
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自動車エンジン用部品 ショックアブソーバー用部品 鉄道車両用部品 モーターポンプ他

（５）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の
議決権比率 主要な事業内容

ファインシンター東北株式会社(岩手県奥州市) 百万円
20

％
100.0 粉末冶金製品の製造

ファインシンター三信株式会社(埼玉県比企郡) 百万円
15 100.0 粉末冶金製品の製造販売

タイファインシンター株式会社(タイ国ラヨーン県) 百万バーツ
496 87.3 粉末冶金製品の製造販売

アメリカンファインシンター株式会社
(アメリカ合衆国オハイオ州ティフィン市)

千ドル
39,900 100.0 粉末冶金製品の製造販売

精密焼結合金(無錫)有限公司
(中華人民共和国江蘇省無錫市)

百万元
114 51.0 粉末冶金製品の製造販売

ファインシンターインドネシア株式会社
(インドネシア共和国西ジャワ州カラワン県)

千ドル
28,300 99.2 粉末冶金製品の製造販売

（注） 当社の連結子会社は、上記の６社であります。

（６）主要な事業内容
区 分 主要製品

自動車焼結事業 自動車用部品

その他

鉄道焼結事業 鉄道車両用部品他

油圧機器製品事業 モーターポンプ他

売電及び食品事業 ―

自動車焼結事業 鉄道焼結事業 油圧機器製品事業
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（７）主要な拠点等
① 当社
本 社 愛知県春日井市

営業所
第１、第２営業室(愛知県春日井市)
第３営業室(埼玉県川越市)
第４営業室(京都市山科区)

工 場

春日井工場(愛知県春日井市)
滋賀工場(滋賀県愛知郡)
川越工場(埼玉県川越市)
山科工場(京都市山科区)
玉川工場(埼玉県比企郡)

② 子会社
(５)②重要な子会社の状況をご参照ください。

（８）従業員の状況
従業員数 前連結会計年度末比増減

2,248名(140名) 33名減(3名増)
（注） 1. 従業員数は、グループ外への出向者を除いた就業人員数であります。

2. 臨時従業員は、( )内に年間の平均人員数を外数で記載しております。
3. 臨時従業員は、契約社員、期間従業員等の直接雇用の従業員であり、派遣社員は除いております。

（９）主要な借入先
借入先 借入金残高

百万円

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 8,591

株式会社みずほ銀行 3,719

株式会社三井住友銀行 1,638
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２ 会社の株式に関する事項
（１）発行済株式の総数 4,400,856株 (自己株式 19,144株を除く)

（２）株主数 1,763名

（３）大株主の状況(上位10名)
大株主名 持株数 持株比率

千株 ％

トヨタ自動車株式会社 ９２０ ２０．９

ファインシンター従業員持株会 ２４５ ５．５

株式会社デンソー ２２０ ５．０

ＫＹＢ株式会社 ２２０ ５．０

株式会社アイシン １３５ ３．０

住友電気工業株式会社 １２９ ２．９

株式会社清里中央オートキャンプ場 １０１ ２．３

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 １０１ ２．２

三井住友信託銀行株式会社 １００ ２．２

ＪＦＥスチール株式会社 ９４ ２．１
（注）1. 千株未満は、切り捨てて表示しております。

2. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
3. 持株比率は、小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。
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３ 会社役員に関する事項
（１）取締役及び監査役の氏名等

氏 名 会社における
地位 担当及び重要な兼職の状況

井 上 洋 一 ＊取締役
社長執行役員

田 中 義 人 取締役
専務執行役員

テクニカルセンター、山科工場 担当
テクニカルセンター長

柴 田 和 彦 取締役
常務執行役員 生産管理部、滋賀工場、精密焼結合金(無錫)有限公司 担当

伊 藤 雅 之 取締役
常務執行役員

経営企画室、営業部、ＰＨＡ部、
ファインシンターインドネシア株式会社 担当

小 林 努 ※取締役
常務執行役員

経営企画室、経営管理部、調達部、経理部、
アメリカンファインシンター株式会社 担当
調達部長、経理部長

鈴 木 康 也 取締役 鈴木康也公認会計士事務所代表
下 田 正 生 ※取締役 トヨタ自動車株式会社素形材技術部 部長
田 中 仁 常勤監査役
渡 邉 誠 人 監査役 公認会計士渡邉誠人事務所代表
飯 田 寿 ※監査役 株式会社デンソー経営役員

（注）1. ＊印は代表取締役であります。
2. ※印は2021年6月22日開催の第72期定時株主総会において、新たに選任された取締役及び監査役であります。
3. 取締役鈴木康也氏は社外取締役であり、また、当社は同氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出
ております。

4. 取締役下田正生氏は社外取締役であります。
5. 監査役渡邉誠人、監査役飯田寿の両氏は社外監査役であり、また、当社は両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、
同取引所に届け出ております。

6. 監査役渡邉誠人氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
7. 取締役鈴木哲彦、取締役野村英司の両氏は、2021年6月22日開催の第72期定時株主総会の終結の時をもって任期満了により退任いたしました。
8. 監査役下川勝久氏は2021年６月22日に辞任いたしました。
9. 取締役大前伸夫氏は2021年７月19日に退任（逝去）いたしました。

（２）責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定により、各社外取締役及び各社外監査役との間に、同法
第423条第１項の賠償責任に関し、法令の定める最低責任限度額を限度とする契約を締結してお
ります。

（３）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の3第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結し、被保険者が負担することとなる法律上の損害賠償金及び争訟費用等の損害を当該保険契約
により填補することとしております。当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は、当社の取締
役、監査役及び執行役員であり、すべての被保険者について、その保険料は1割を役員が自己負
担しております。
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（４）当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針(以下、「決定方針」)については、

取締役会にて以下のとおり定めております。
① 取締役の報酬に関する基本方針

当社の取締役の報酬は、経営内容、他企業の報酬水準や従業員の処遇水準も勘案した適正な報
酬額の支給を行うことを基本方針としております。
具体的には、固定報酬、業績連動報酬としての賞与、退職慰労金により構成しております。

② 取締役の個人別の報酬等の決定に関する方針
1. 固定報酬及び退職慰労金等
固定報酬は、月例の報酬とし職位、職責に応じて他社水準、当社の業績、従業員の処遇水準
も考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとする。
退職慰労金は、永年の功績に報いるために職位、経歴に応じ一定の基準に従い算出した相当
額の範囲内において、退任後一定の時期に支給する。

2. 業績連動報酬等
賞与は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績指標である連結営業利益を
反映した現金報酬とし、各事業年度の連結営業利益の対前期比増減を総合的に勘案し、算出
された額を賞与として毎年、一定の時期に支給する。なお、連結営業利益については、事業
報告14頁に記載しております。

3. 種類ごとの割合
各報酬の決定方針に従って算出することで、具体的な割合が定まるものとする。

4. 決定の委任
個人別の報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社長井上洋一がその具体的内容
について委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の固定報酬の額及び各取締役
の賞与の評価配分とする。代表取締役社長に委任をした理由は、当社全体の業績を俯瞰しつ
つ各取締役の担当領域や職責の評価を行うには代表取締役社長が最も適しているからであり
ます。
取締役会は社外取締役を含む経営会議で事前審議された決定方針に基づき、代表取締役社長
が個人別報酬を決定することとしていること、また、当該権限が代表取締役社長によって適
切に行使されるよう、代表取締役社長が個人別報酬の決定において考慮した事項が、決定方
針に沿うものであったか取締役会が事後的に確認する等の措置を講じており、当該手続きを
経て取締役の個人別の報酬額が決定されていることから、その内容が決定方針に沿うもので
あると判断しております。

③ 当事業年度に係る報酬等の総額等

役員区分 報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数固定報酬 業績連動報酬等 退職慰労金

取締役
（うち社外取締役）

124,220
（ 2,526 ）

73,900
（ 1,960 ）

33,496
（ 390 ）

16,824
（ 206 ）

10名
（ 4名 ）

監査役
（うち社外監査役）

15,280
（ 1,678 ）

9,780
（ 1,380 ）

3,672
（ 150 ）

1,828
（ 148 ）

4名
（ 3名 ）
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（注）1. 取締役及び監査役の報酬(役員賞与を含む)につきましては、2007年６月26日開催の第58期定時株主総会において、取締役の報酬額(年
額)300,000千円以内(うち社外取締役分5,000千円以内)、監査役の報酬額(年額)70,000千円以内とご決議いただいております。なお、第58期定
時株主総会終結時点の取締役の員数は14名(うち社外取締役2名)です。

2. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
3. 上記取締役及び監査役の支給人数には、2021年６月22日開催の第72期定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役２名(うち社外
取締役１名)及び監査役(社外監査役)１名並びに2021年７月19日に逝去されました取締役(社外取締役)１名を含んでおります。

4 当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額を記載しております。

④ 当事業年度に支払った役員退職慰労金
2021年6月22日開催の第72期定時株主総会決議に基づき、退任取締役２名に対して28,830
千円(うち社外取締役１名分130千円)、退任監査役(社外監査役)１名に対し190千円を支払って
おります。
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（５）社外役員に関する事項
当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 重要な兼職先と当社との関係 取締役会
出席状況

監査役会
出席状況

取締役 大 前 伸 夫 神戸大学名誉教授であります。同大学と当社の
間に特別な利害関係はありません。

3回/3回
100％ ―

取締役 鈴 木 康 也 鈴木康也公認会計士事務所の代表であります。
同事務所と当社の取引関係はありません。

12回/12回
100％ ―

取締役 下 田 正 生
トヨタ自動車株式会社の素形材技術部長であり
ます。
同社は当社の関係会社であり、製品の販売先で
あります。

10回/10回
100％ ―

監査役 渡 邉 誠 人 公認会計士渡邉誠人事務所の代表であります。
同事務所と当社の取引関係はありません。

12回/12回
100％

6回/6回
100％

監査役 飯 田 寿 株式会社デンソーの経営役員であります。同社
は当社製品の販売先であります。

10回/10回
100％

4回/4回
100％

発言状況につきましては、各人がその経験と見識に基づき、議案審議につき必要な発言を適宜行っております。
大前伸夫氏については逝去されるまでの、下田正生氏、飯田寿氏については就任後の出席状況をそれぞれ記載しております。
（注） 都合で取締役会・監査役会に出席できない場合は、担当取締役又は常勤監査役が必要に応じ別途説明・意見聴取の機会を設ける等の方法

により対応いたしました。
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４ 会計監査人の状況
（１）会計監査人の名称

PwCあらた有限責任監査法人

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 47,400千円
② 当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 47,400千円

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分して
おらず、実質的にも区分できないため、上記①の金額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計監査人の監査計画、監査の
実施状況及び報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意
を行っております。

3. 当社の連結子会社のうち、タイファインシンター株式会社、アメリカンファインシンター株式会社、精密焼結合金(無錫)有限
公司、ファインシンターインドネシア株式会社は、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けております。

（３）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会計監査人が職務上の義務に違反し、又は職務を怠り、若しくは会計監査人としてふさわしく
ない非行があり、当社の会計監査人であることにつき当社にとって重大な支障があると判断した
ときには、監査役会は会社法第340条の規定により会計監査人の解任を決定いたします。
また、そのほか会計監査人であることにつき支障があると判断されるときには、監査役会は、

株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任の議案の内容を決定します。
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５ 業務の適正を確保するための体制
当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会で決議した事項は次のとおりでありま
す。

（１）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
① 当社は、法令・定款及び社会規範の遵守が企業活動の前提であることを認識し、当社の企業理
念(「基本理念」及び「長期方針」)の実現のために、コンプライアンスの取り組みは当社グルー
プ全体が共有すべき基本方針と位置づけております。
② 上記を確保する体制として、社外取締役には大所高所からの経営に対するご意見をいただくと
ともに、取締役会の意思決定の適正性及び妥当性を高めております。
③ 社外取締役を含む当社の役員は、グループ全体における企業倫理の遵守及び浸透を率先垂範し
て行い、今後とも内外の環境変化に応じ適切な内部統制システムの整備に努めてまいります。
④ コンプライアンスの取り組みを横断的に統括する事務局を経営管理部に置き、同部を中心に継
続的な役職員教育を行ってまいります。
⑤ 内部統制委員会はコンプライアンスの状況を把握するとともに、これらの状況を、随時、取締
役会及び監査役会に報告することとしております。

（２）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
① 当社は、取締役会、経営会議をはじめとする重要な意思決定に係る記録、添付資料などの情
報、稟議書等の決裁文書については、文書管理規定に基づいて記録し管理しております。
② 取締役、監査役及び会計監査人は、常時これらの文書を閲覧できるものとしております。

（３）損失の危険の管理に関する規程その他の体制
① 当社は、事業環境の将来変化を十分に評価した中期経営計画、また、これに基づいた単年度の
利益計画及び投資計画について、取締役会規則及び付議基準に則り、適切に提案し意思決定して
おります。
② 製造業者として特に重要な安全と品質については、組織体制、方針及び実施策を明確にして取
り組んでおります。
③ その他、コンプライアンスはもとより、地震・火災などの災害、環境、情報セキュリティーな
ど事業の継続性を脅かすリスクについては、それぞれの担当部署又は委員会において、規則・ガ
イドラインの制定、マニュアルの作成・配布、責任者の特定、教育の実施を行うものとしており
ます。
④ これらの組織横断的なリスク状況の監視及び全社的な対応は、経営管理部及び内部統制委員会
が行うこととしております。

（４）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
① 当社は、環境変化に対応した将来ビジョンと中期経営計画を定め、その達成に向け、毎年の経
営計画(会社方針)を策定しております。
② 取締役会の決定した会社方針を、各取締役及び従業員が全員で共有し、各部署から各室・課に
至るまで、その達成のための具体的方針及び実施計画を策定し、全社活動を展開しております。
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③ 代表取締役及び常勤監査役は、定期的にこれらの実施状況をレビューすることによって、進捗
状況を把握し必要な改善を促すこととしております。
④ 以上の全社的なＰＤＣＡの仕組みをもって、効率的な職務達成のシステムを構築しておりま
す。

（５）株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す
るための体制
当社の取締役がグループ各社の役員を兼務することを通じ、当社グループ全体としての業務の
適正を確保する体制としておりますほか、当社の内部統制委員会を通じ、グループ各社の内部統
制に関する情報の共有化、指示・要請の伝達が効率的に行われるように努めてまいります。
また、海外事業については、品質・収益・労務の観点を特に重要視し、当社の各専門部署は実
効ある支援を行い、経営管理部、経理部及び生産管理部が窓口部署としての機能を果たすなど海
外事業体の管理体制の充実を図ってまいります。
① 子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制
当社は、行動憲章をグループ会社にも展開し、法令遵守及び企業倫理を周知徹底しておりま
す。また、子会社が設置する内部通報窓口等を通じ、コンプライアンスに関わる問題を早期に把
握し、解決を図ってまいります。
② 子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
財務、安全、環境、品質、災害等のリスク管理に関しては、グループ危機管理委員会を通じ

て、重大なリスクについて速やかに当社に報告することを求めるとともに、重要課題と対応につ
いては当社の経営会議等において審議することとしております。
③ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
子会社の取締役に対して、中期経営計画及び毎年の経営計画(会社方針)の策定を求めるととも
に、グループ会社における業務分掌に基づいた適切な権限委譲を通じ、業務が効率的に行われる
よう図ってまいります。
④ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の事前承認等に関する体制
子会社の経営上の重要事項に関しては、子会社との間で合意したグループ会社管理規定に基づ
き、当社の事前承認又は当社への報告を求めるとともに、当社の取締役会等において審議するこ
ととしております。

（６）監査役がその職務を補助すべきことを求めた場合における当該使用人に関する体制、
当該使用人の取締役からの独立性に関する体制及び当該使用人に対する監査役の指示
の実効性確保に関する体制

① 監査役は、監査室、経営管理部、経理部その他に所属する従業員に対し、監査業務に必要な事
項を要請することができるものとしております。
② 監査役より監査業務に必要な要請を受けた従業員は、その要請に対して、取締役、所属長等の
指揮命令を受けないものとしております。
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（７）取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び報告したものが当該報告をした
ことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

① 取締役及び従業員は、取締役会のほか、経営会議、収益や品質等に係る定期不定期の機能会議
への常勤監査役の出席を要請し、当社及び当社グループに重大な影響を及ぼす事項、毎月の経営
状態として重要な状況が、速やかに監査役に報告される体制を確保しております。

② 内部統制委員会を通じ、重大な法令・定款違反その他コンプライアンス上重要な事項が速やか
に監査役に報告される体制を確保しております。

（８）監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役の職務の執行について、当社に対して会社法第388条に基づく費用の前払等の請求をし
たときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場
合を除き、速やかに当該費用又は債務を当社が負担します。

（９）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役は、代表取締役との定期会合をもち、情報交換を図っております。
② 常勤監査役は定期的に行われる方針点検に出席し、各職場の実施状況を把握できる体制として
おりますほか、工場・事業所の視察などを通じ、日常業務の執行状況を常時把握できる機会の確
保に努めております。
③ 社外監査役には、企業活動に対する識見豊富な方に就任いただき、経営に対するけん制を高め
るとともに、実効的な監査が行える体制としております。

（10）財務報告に係る内部統制を確保するための体制及び方針
当社は、金融商品取引法が定める「財務報告に係る内部統制の経営者による評価及び会計士に
よる監査」に対応するために、内部監査部門(監査室)は社外専門家の助言を得て、金融商品取引
法及び金融庁の実施基準等に従って、内部統制の整備状況を把握し、有効性の評価を行い、不備
がある場合はこれを是正し、内部統制報告書を作成して会計監査人による監査に備えるものとし
ます。

（11）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその体制
① 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは一切の関わりを持たず、不当
な要求等に対しては毅然とした対応をとります。

② 反社会的勢力排除に向けた整備状況
当社は、反社会的勢力排除について「行動憲章」に明確に規定しており、役員及びグループ全
体の社員等はこれらを共有化し、徹底します。また、反社会的勢力による不当要求等に備え、所
管部署にて対応マニュアル等を整備するとともに、外部機関の定期会合等に出席し情報収集及び
連携強化に努めます。
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６ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
当社業務の適正を確保するための体制の運用状況は次のとおりであります。

（１）取締役の職務の執行について
基本理念、行動憲章、取締役会規則、経営会議上程議案基準、グループ会社管理規定等の社内
規定を制定し、法令や定款に適合し、かつ効率的に当社及び子会社の業務が行えるよう管理・監
督しております。なお、当事業年度中に開催された取締役会は12回、経営会議は49回、その他
主たる会議体として、全社安全衛生・品質・環境会議、Ｃ21収益会議、海外子会社事業報告会等
を毎月開催いたしました。

（２）監査役の職務の執行について
監査役会規則に基づき策定された監査計画により、常勤監査役１名と独立社外監査役２名は、

取締役の職務執行の監査及び内部統制の整備・運用状況の監督をしております。なお、本事業年
度中に監査役会は６回開催され、適宜意見交換を実施しました。

（３）損失の危険の管理について
当社は、危機管理規定に基づき担当部署が当社及び子会社を取り巻く様々なリスクを定期的に
評価し、適宜経営会議に報告し、重要案件は取締役会に報告しております。なお、当期におきま
しては重要案件の報告はありません。

（４）財務報告に係る内部統制の確保について
当社の監査室により、年間監査計画に基づき内部統制監査を実施いたしました。

７ 株式会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の決定を支配する者のあり方に関する基本方針については特に
定めておりません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類
連結貸借対照表（2022年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 当 期 前 期(ご参考) 科 目 当 期 前 期(ご参考)
資産の部 負債の部
流動資産

現金及び預金

受取手形及び売掛金

電子記録債権

商品及び製品

仕掛品

原材料及び貯蔵品

その他の流動資産

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具器具備品

土地

リース資産

建設仮勘定

無形固定資産

ソフトウェア

リース資産

その他の無形固定資産

投資その他の資産

投資有価証券

長期貸付金

繰延税金資産

その他の投資

21,487,529

5,969,402

7,427,045

1,474,595

1,226,593

1,981,340

3,155,611

252,940

29,564,986

25,242,859

5,095,148

12,673,855

846,611

3,574,072

808,290

2,244,880

521,724

421,054

6,927

93,742

3,800,403

2,586,299

12,179

1,169,221

32,702

20,431,552

6,154,237

7,131,791

1,403,535

1,140,766

1,736,263

2,497,975

366,983

29,321,034

25,170,804

4,998,368

12,191,423

855,669

3,552,221

787,946

2,785,175

471,302

212,569

22,063

236,670

3,678,927

2,349,620

9,620

1,268,387

51,298

流動負債 20,649,844 20,160,220
支払手形及び買掛金 3,142,857 2,948,953
電子記録債務 3,043,927 2,429,631
短期借入金 9,059,950 9,337,468
一年内返済予定長期借入金 2,006,598 2,036,467
リース債務 187,119 139,200
未払法人税等 140,193 59,378
賞与引当金 944,637 897,004
役員賞与引当金 38,248 34,429
未払費用 702,373 640,738
設備支払手形 59,009 125,151
営業外電子記録債務 395,548 589,221
その他の流動負債 929,379 922,575
固定負債 9,514,278 9,994,835
長期借入金 4,271,398 4,718,298
リース債務 739,903 745,288
繰延税金負債 36,348 31,740
役員退職慰労引当金 119,004 123,658
退職給付に係る負債 3,986,137 4,026,688
資産除去債務 356,486 349,160
その他の固定負債 4,998 －
負債計 30,164,122 30,155,055
純資産の部
株主資本 15,671,681 15,595,614
資本金 2,203,000 2,203,000
資本剰余金 1,721,609 1,721,609
利益剰余金 11,778,048 11,701,854
自己株式 △30,976 △30,849
その他の包括利益累計額 2,382,729 1,546,460
その他有価証券評価差額金 1,198,486 1,036,636
為替換算調整勘定 1,067,027 350,312
退職給付に係る調整累計額 117,214 159,511
非支配株主持分 2,833,982 2,455,456
純資産計 20,888,393 19,597,532

合 計 51,052,516 49,752,587 合 計 51,052,516 49,752,587
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連結損益計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：千円）

科 目 当 期 前 期(ご参考)

売上高 38,957,272 34,641,462

売上原価 34,371,253 30,771,772

売上総利益 4,586,018 3,869,690

販売費及び一般管理費 4,150,744 3,658,181

営業利益 435,273 211,508

営業外収益 643,185 350,181

受取利息及び配当金 78,067 61,215

その他の営業外収益 565,117 288,965

営業外費用 353,699 430,365

支払利息 186,238 201,661

その他の営業外費用 167,460 228,704

経常利益 724,760 131,324

税金等調整前当期純利益 724,760 131,324

法人税、住民税及び事業税 256,821 217,303

法人税等調整額 53,738 △87,454

当期純利益 414,200 1,476

非支配株主に帰属する当期純利益 205,978 226,525
親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△） 208,222 △225,048
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連結株主資本等変動計算書（2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,203,000 1,721,609 11,701,854 △30,849 15,595,614

当期変動額

剰余金の配当 － － △132,027 － △132,027

親会社株主に帰属する当期純利益 － － 208,222 － 208,222

自己株式の取得 － － － △126 △126

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － － － －

当期変動額合計 － － 76,194 △126 76,067

当期末残高 2,203,000 1,721,609 11,778,048 △30,976 15,671,681

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金 為替換算調整勘定 退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高 1,036,636 350,312 159,511 1,546,460 2,455,456 19,597,532

当期変動額

剰余金の配当 － － － － － △132,027

親会社株主に帰属する当期純利益 － － － － － 208,222

自己株式の取得 － － － － － △126

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 161,850 716,715 △42,297 836,268 378,525 1,214,793

当期変動額合計 161,850 716,715 △42,297 836,268 378,525 1,290,861

当期末残高 1,198,486 1,067,027 117,214 2,382,729 2,833,982 20,888,393
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計算書類
貸借対照表 （2022年３月31日現在） （単位：千円）

科 目 当 期 前 期(ご参考) 科 目 当 期 前 期(ご参考)
資産の部 負債の部
流動資産
現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
その他の流動資産
固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械装置
車両運搬具
工具器具備品
土地
リース資産
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウェア
リース資産
その他の無形固定資産
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
長期貸付金
繰延税金資産
その他の投資

13,362,401
1,720,646
49,606

1,504,528
5,825,788
830,339
1,125,701
956,323
1,349,466
22,347,606
11,808,665
2,140,739
121,437
4,501,585
10,958
443,654
2,932,723
199,285
1,458,280
384,963
343,374
6,927
34,661

10,153,977
1,264,352
6,734,421
783,964
386,576
962,025
22,636

13,106,606
2,625,461
56,987

1,425,550
5,389,161
831,102
1,056,810
843,961
877,571

22,629,062
12,215,162
2,184,753
127,425
4,459,401
10,596
449,303
2,932,723
186,919
1,864,039
374,371
168,516
22,063
183,791

10,039,529
1,323,159
6,437,869
783,964
427,386
1,035,219
31,929

流動負債 14,562,762 14,829,495
支払手形 2,398 10,001
電子記録債務 2,952,557 2,391,568
買掛金 2,287,723 2,176,695
短期借入金 5,510,000 6,510,000
一年内返済予定長期借入金 1,394,600 1,305,850
リース債務 95,617 92,673
未払金 511,254 392,937
未払費用 400,931 372,738
預り金 32,025 35,527
賞与引当金 766,273 755,539
役員賞与引当金 31,000 29,000
設備支払手形 44,869 3,438
営業外電子記録債務 393,392 587,411
その他の流動負債 140,119 166,114
固定負債 7,768,086 7,789,784
長期借入金 3,602,300 3,496,900
リース債務 156,001 156,624
退職給付引当金 3,557,155 3,680,481
役員退職慰労引当金 110,145 120,513
資産除去債務 339,750 335,266
その他の固定負債 2,733 －
負債計 22,330,849 22,619,280
純資産の部
株主資本 12,180,639 12,080,425
資本金 2,203,000 2,203,000
資本剰余金 1,722,945 1,722,945
資本準備金 1,722,945 1,722,945
利益剰余金 8,285,670 8,185,330
利益準備金 550,750 550,750
その他利益剰余金 7,734,920 7,634,580
固定資産圧縮積立金 54,693 55,920
別途積立金 3,502,014 3,502,014
繰越利益剰余金 4,178,213 4,076,646

自己株式 △30,976 △30,849
評価・換算差額等 1,198,519 1,035,962
その他有価証券評価差額金 1,198,519 1,035,962
純資産計 13,379,158 13,116,388

合 計 35,710,007 35,735,668 合 計 35,710,007 35,735,668
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損益計算書 （2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：千円）

科 目 当 期 前 期(ご参考)

売上高 25,688,749 23,160,500

売上原価 22,937,035 21,008,410

売上総利益 2,751,714 2,152,090

販売費及び一般管理費 3,016,674 2,667,424

営業損失(△) △264,960 △515,333

営業外収益 702,005 794,346

受取利息及び配当金 428,707 515,056

その他の営業外収益 273,297 279,289

営業外費用 153,274 109,458

支払利息 29,174 30,686

その他の営業外費用 124,099 78,772

経常利益 283,770 169,553

税引前当期純利益 283,770 169,553

法人税、住民税及び事業税 49,512 34,115

法人税等調整額 1,890 △84,862

当期純利益 232,368 220,300
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株主資本等変動計算書 （2021年４月１日から2022年３月31日まで） （単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計固定資産

圧縮積立金 別途積立金 繰越利益
剰余金

当期首残高 2,203,000 1,722,945 1,722,945 550,750 55,920 3,502,014 4,076,646 8,185,330

当期変動額

積立金の変動 ー ー ー ー △1,226 ー 1,226 ー

剰余金の配当 ー ー ー ー ー ー △132,027 △132,027

当期純利益 ー ー ー ー ー ー 232,368 232,368

自己株式の取得 ー ー ー ー ー ー ー ー
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ー ー ー ー ー ー ー ー

当期変動額合計 ー ー ー ー △1,226 ー 101,567 100,340

当期末残高 2,203,000 1,722,945 1,722,945 550,750 54,693 3,502,014 4,178,213 8,285,670

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △30,849 12,080,425 1,035,962 1,035,962 13,116,388

当期変動額

積立金の変動 ー ー ー ー ー

剰余金の配当 ー △132,027 ー ー △132,027

当期純利益 ー 232,368 ー ー 232,368

自己株式の取得 △126 △126 ー ー △126
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） ー ー 162,556 162,556 162,556

当期変動額合計 △126 100,213 162,556 162,556 262,769

当期末残高 △30,976 12,180,639 1,198,519 1,198,519 13,379,158
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監査報告書
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2022年５月18日

株式会社ファインシンター
取 締 役 会 御中

PwCあらた有限責任監査法人
名古屋事務所
指定有限責任社員
業務執行社員公認会計士 氏 原 亜 由 美

指定有限責任社員
業務執行社員公認会計士 杉 本 晃 司

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ファインシンターの2021年４月１日から

2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ファインシンター及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に

おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその
他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す

ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその

他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の

記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を

報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚

偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門

家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計
算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単
独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ
ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

2022年５月18日
株式会社ファインシンター
取 締 役 会 御中

PwCあらた有限責任監査法人
名古屋事務所
指定有限責任社員
業務執行社員公認会計士 氏 原 亜 由 美

指定有限責任社員
業務執行社員公認会計士 杉 本 晃 司

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ファインシンターの2021年４月

１日から2022年３月31日までの第73期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書(以下「計算書類等」という。)について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は

その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その

他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その

事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本
監 査 報 告 書

当監査役会は、2021年４月１日から2022年３月31日までの第73期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成
した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締
役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、インターネット等を経由
した手段も活用しながら、取締役、執行役員、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整
備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしまし
た。また、子会社については、子会社の取締役及び使用人等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事
業の報告を受け監査を実施しました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及び
その子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定
める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について、取締
役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしま
した。
③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行わ
れることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(2005年10月
28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、これについて説明を求めること等により、会計監査人の職
務の遂行が適切に行われているかについて検討しました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及び連結注記表)について検討いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告
の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人PwCあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人PwCあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2022年５月18日

株式会社ファインシンター 監査役会
常勤監査役 田 中 仁 ㊞
社外監査役 渡 邉 誠 人 ㊞
社外監査役 飯 田 寿 ㊞

以 上
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